新製品・海外展開・ものづくり産業基盤

助成事業対象資産表記入要領
　　１「資産種類別」は、助成事業実績報告書の費目別支払明細書をもとに、機械・装置等に係る経費を資

産種類別に集計して作成してください。

　　２「取得年度」とは、資産を購入した年度です。

　　３「取得価格」とは、開発経費（機械・器具等購入費、外注加工費、直接人件費等）及びその他の経費

（運賃、荷役料、運送保険料、購入手数料等資産の購入のために要した費用）並びに据付費等の合計額です。

　　４「減価償却の耐用年数」とは、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（財務省）で定めている年数

です。

　　５「減価償却方法」とは、当該企業で実施している定額法、定率法等です。

　　６「減価償却累計額」とは、減価償却費の累計です。

　　７「未償却残高」とは、取得価格から減価償却累計額を差し引いた価格です。

　　８「資産を計上している企業名」とは、助成事業によって取得された資産を計上している企業です。

　　　（グループの場合は、それぞれの企業に分割して資産計上されているものも含みます。）

　　９「有形固定資産」とは、概ね次の通りです。

　　　①「構築物」とは、固定した建築物以外のもの（煙突、鉄塔、へい等）です。

　　　②「機械・装置」とは、各種製造施設、製造施設に附属する搬送設備等の附属設備、自走式作業機械

（ブルドーザー、パワーシャベル等）、コンベア、起重機等です。

また、開発費として処理したものは、この欄に記載する。

　　　③「工具」とは、測定検査工具、メータ、治工具、切削工具、型等です。

　　　④「器具」とは、通信機器、試験機器、測定機器、医療機器等です。

　　　⑤「備品」とは、机、イス、キャビネット、計算機等です。

　　　⑥「車両運搬具」とは、乗用車、トラック、台車、フォークリフト等です。

　　10　「無形固定資産」とは、特許権、実用新案権、意匠権、商標権及び著作権（プログラムの著作権に係る登録の特例に関する法律によって登録されたもの）です。

　　11　「繰延資産」とは、著作権が未登録のプログラム（ソフトウェア）も含まれます。

　　12　グループで助成を受けた企業は、代表企業が参加企業の資産も記載してください。

　　13　この表の記載は、助成事業実績報告書と照合して、正確に記載してください。

　（注）
資産の譲渡、廃棄等の処分をする場合は、
事前に「財産処分承認申請」が必要です。
